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熱可塑性樹脂 をマ トリックス とす る 2 以上の炭素繊維複 合材料 か らな る、接合部分 が強 固な機械 的強
度 を有す る接合部材 の製造 方法 を提供す る ことを 目的 とす る。 熱可塑性樹脂 をマ トリックス とす る 2
以上の炭素繊維複合材料 か らな る接合部材 の製造 方法 で あ って、 当該複合材料 の少な くとも一方の接合
部 A を加熱溶融 しなが らまたは加 熱溶融後 に、 当該一方の接合部 A と当該複合材料の他の接合部 B とを
接触 させ 、ついで加圧 しなが ら振 動又 は超音波振 動 を与 えて 当該 接合部 A と B とを溶着 させ る ことを特
徴 とす る接合部材の製造方法 。



明 細 書

発明の名称 ：接合部材の製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は熱可塑性樹脂 を含む炭素繊維複合材料か らなる接合部材の製造方

法、該製造方法により得 られる接合部材、及び炭素繊維複合材料の接合方法

に関する。

背景技術

[0002] 炭素繊維複合材料は比強度、比剛性が高 く極めて優れた材料 と して重用さ

れている。一般 に炭素繊維複合材料を接合するにはボル ト ナ ツ 卜、 リベ ッ

卜などの機械的な接合や、接着剤 を用いた接合が用い られている。 また端面

を含む炭素繊維複合材料の接合部材では、接合部位の面積が小さいため端面

の脱落やズ レ防止のための例えば断面が L 形状のガイ ドと共に接合 した り、

特許文献 1 に記載 されているように接着剤 を隅肉盛 りした りする必要があ り

、質量が嵩んだ り工程が増えた りする原因となる。 さらに接着剤は一般 に実

用強度 を得 るまでに時間が掛かるため養生工程 を考慮 しなければな らない。

そのまま端面で接合できれば材料を重ね合わせる （オーバ 一 ラップ）部分が

な くなるため軽量化が期待できる。一方マ 卜リックスと して熱可塑性樹脂 を

用いた炭素繊維複合材料は、樹脂が相溶する範囲内においては材料同士が溶

着 により接合 し、マ トリックス樹脂並の接合強度が期待できる。特許文献 2

においてはさらに溶着する炭素繊維複合材料接合部の繊維が交絡するために

強度が向上することが記されている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：曰本国特開 2 0 0 4 - 2 0 0 5 0 号公報

特許文献2 ：曰本国特開平 1 1 — 9 0 9 8 6 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題



[0004] 本発明の目的は、熱可塑性樹脂をマトリックスとする2 以上の炭素繊維複

合材料の接合において、少なくとも一方の部材が端面 （端部）により接合す

る接合部材の製造方法であって、多種多様な炭素繊維複合材料の接合部材を

製造するための一法を提供することである。特許文献 2 には、板の厚み方向

に重ねて接合する際に、各々の板を炭素繊維が露出するまで溶融後に溶着さ

せることが記されている。しかしながら接合部材の少なくとも一方が端面の

接合である場合、溶融部分の面積が小さいため、十分な強度を与えることが

困難であった。

[0005] すなわち、本発明は、熱可塑性樹脂をマ卜リックスとする2 以上の炭素繊

維複合材料からなる、接合部分が強固な機械的強度を有する接合部材の製造

方法、及び炭素繊維複合材料の接合方法を提供することを目的とする。さら

に、本発明の製造方法により接合強度に優れた接合部材を提供することであ

る。

課題を解決するための手段
[0006] 本発明者らは熱可塑性樹脂を含む炭素繊維複合材料同士の接合に際し、少

なくとも一方に端面を含む接合を鋭意検討した結果、接合する部分を加熱溶

融させて接触させ、ついで加圧しながら振動又は超音波振動を与えて溶着さ

せると、接合部の接合強度が増加することを見出し、本発明に到達した。

[0007] すなわち、本発明は以下のとおりのものである。

[ ] 熱可塑性樹脂をマトリックスとする2 以上の炭素繊維複合材料からな

る接合部材の製造方法であって、当該複合材料の少なくとも一つの接合部A

を加熱溶融しながらまたは加熱溶融後に、当該一つの接合部A と当該複合材

料の他の接合部 B とを接触させ、ついで加圧しながら振動又は超音波振動を

与えて当該接合部A とB とを溶着させることを特徴とする接合部材の製造方

法。

[ 2 ] 少なくとも一の炭素繊維複合材料に含まれる炭素繊維が、平均繊維長

1 0 0 m mの不連続繊維である、 [ 1 ] に記載の接合部材の製造方法。

[ 3 ] 加熱溶融が近赤外線によるものである上記 [ 1 ] 又は [ 2 ] に記載の



接合部材の製造方法。

[ 4 ] 炭素繊維複合材料が、熱可塑性樹脂の存在量が、炭素繊維 1 0 0 質量

部に対 し、 5 0 ~ 1 0 0 0 質量部である上記 [ 1 ] 〜 [ 3 ] のいずれかに記

載の接合部材の製造方法。

[ 5 ] 接合部 A および B の少なくともいずれか一つが炭素繊維複合材料の厚

み側面部である、 [ 1 ] ~ [ 4 ] のいずれかに記載の接合部材の製造方法。

[ 6 ] [ 1 ] 〜 [ 5 ] のいずれかの製造方法により得 られる、熱可塑性樹脂

を含む炭素繊維複合材料同士が接合強度 1 0 M P a 以上で接合 している接合

部材。

[ 7 ] 熱可塑性樹脂をマ 卜リックスとする2 以上の炭素繊維複合材料を接合

する方法であって、当該複合材料の少なくとも一つの接合部 A を加熱溶融 し

ながらまたは加熱溶融後に、当該一つの接合部 A と当該複合材料の他の接合

部 B とを接触させ、ついで、加圧 しながら振動又は超音波振動を与えて当該

接合部 A とB とを溶着させることを特徴とする炭素繊維複合材料の接合方法

発明の効果
[0008] 本発明によれば、熱可塑性樹脂をマ 卜リクスとする炭素繊維複合材料から

なる部材の端面の接合において、強固にかつ安定 した接合部材を得ることが

できる。

図面の簡単な説明

[0009] [ 図1] 本発明の実施形態を説明するための、接合部材の一例の模式図である。

[ 図2] 本発明の実施形態を説明するための、接合部材の他の例の模式図である

[ 図3] 実施例 1 における接合部材の接合部における断面の光学顕微鏡写真を示

す図である。

[ 図4] 本発明の実施形態を説明するための、加熱方法の一例の模式図である。

[ 図5] 本発明の実施形態を説明するための、加熱方法の一例の模式図である。

発明を実施するための形態



[001 0] 以 下本発 明の実施形態 について説 明す る。

[001 1] 本 発 明の接合部材 の製造方法 は、熱可塑性樹脂 をマ 卜リックス とす る 2 以

上 の炭素繊維複合材料 か らな る接合部材 の製造方法 であ って、 当該複合材料

の少な くとも一つの接合部 A を加熱溶融 しなが らまたは加熱溶融後 に、 当該

一つの接合部 A と当該複合材料 の他 の接合部 B とを接触 させ、 ついで加圧 し

なが ら振動又 は超音波振動 を与 えて当該接合部 A と B とを溶着 させ る製造方

法 であ る。

また、本発 明の炭素繊維複合材料 の接合方法 は、熱可塑性樹脂 をマ トリツ

クス とす る 2 以上 の炭素繊維複合材料 を接合 す る方法 であ つて、 当該複合材

料 の少な くとも一つの接合部 A を加熱溶融 しなが らまたは加熱溶融後 に、 当

該一つの接合部 A と当該複合材料 の他 の接合部 B とを接触 させ、 ついで、加

圧 しなが ら振動又 は超音波振動 を与 えて当該接合部 A と B とを溶着 させ る接

合方法 であ る。

[001 2] 以 下、本発 明の実施形態 について説 明す る。

図 1 に示 す接合部材 1 は、 2 枚 の平板状 の熱可塑性樹脂 を含 む炭素繊維複

合材料 2 ， 3 をそれ らの厚 み側面 （端面） A ， B 同士で接合 してな る平板状

の接合部材 であ る。 一方 の炭素繊維複合材料 2 の接合部 （端面） A 又 は両炭

素繊維複合材料 2 ， 3 の接合部 （端面） A ， B を加熱溶融 しなが ら又 は加熱

溶融 した後 に両炭素繊維複合材料 2 ， 3 の接合部 A ， B を互 いに接触 させ、

ついで加圧 しなが ら振動 を与 えて両炭素繊維複合材料 2 ， 3 の接合部 A ， B

を溶着 す る ことによ って、両炭素繊維複合材料 2 ， 3 は接合 されている。

[001 3] [ 炭 素繊維複合材料 ]

本発 明で用 いる熱可塑性樹脂 を含 む炭素繊維複合材料 （単 に、炭素繊維複

合材料 と証 す る場合 もあ る） とは、熱可塑性樹脂 をマ トリックス と し、該 マ

卜リックス中に炭素繊維 が含有 された材料 であ る。炭素繊維複合材料 は、炭

素繊維 1 0 0 質量部 に対 し熱可塑性樹脂 が 5 0 ~ 1 0 0 0 質量部含 まれてい

るものであ る ことが好 ま しい。 よ り好 ま しくは、炭素繊維 1 0 0 質量部 に対

し、熱可塑性樹脂 5 0 ~ 4 0 0 質量部、 更 に好 ま しくは、炭素繊維 1 0 0 質



量部 に対 し、熱可塑性樹脂 5 0 ~ 1 0 0 質量部である。熱可塑性樹脂が炭素

繊維 1 0 0 質量部 に対 し5 0 質量部未満では複合材料中の炭素繊維が当該熱

可塑性樹脂 と接触 しない部分が発生 し、 当該複合材料 を製造するのに不具合

をきた した りすることがある。 また 1 0 0 0 質量部 を超 えると炭素繊維の含

有量が少なす ぎて、 当該炭素繊維が含有することによる機械的強度等の物性

向上の効果が不十分 となることがある。

[0014] 熱可塑性樹脂 と しては例 えば、ポ リアミ ド、ポ リカ一ボネ一 卜、ポ リエス

テル （具体例 ：ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜、ポ リプチ レンテ レフタ レ一 卜

、ポ リエチ レンナフタ レ一 卜）、ポ リオキシメチ レン、ポ リフエ二 レンスル

フ イ ド、ポ リフ エ二 レンエーテル、変性ポ リフ エ二 レンエーテル、ポ リェチ

レン、ポ リプロピレン、ポ リスチ レン、ポ リメチル メタク リレ一 卜、 A S 樹

月旨、 A B S 樹脂 および これ らの樹脂か ら選ばれる 2 種類以上の混合物 （樹脂

組成物）か らなる群か ら選択 された少な くとも 1 種な どが挙 げ られる。特 に

コス トと物性の兼ね合いか らポ リアミ ド、ポ リプロピレン、ポ リカ一ボネ一

卜、ポ リエステル、ポ リフエ二 レンスル フイ ドおよび これ らの樹脂か ら選ば

れる 2 種類以上の混合物か らなる群 よ り選ばれる少な くとも 1 種が好 ま しい

。 よ り好 ま しくは、ポ リアミ ド又はポ リエステルである。

上記の樹脂組成物 と しては、ポ リカ一ボネ一 卜とポ リエステルの組成物、

ポ リ力一ボネ一 卜とA B S 樹脂 との組成物、ポ リフエ二 レンエーテル とポ リ

ァミ ドの組成物、ポ リアミ ドとA B S 樹脂の組成物、 およびポ リエステル と

ポ リアミ ドの組成物等か らなる群か ら選択 された少な くとも 1 種が、 よ り好

ま しい。

なお、本発明の 目的を損なわない範囲で、炭素繊維複合材料 に機能性の充

填材ゃ添加剤 を含有 させても良い。例 えば、有機 / 無機 フイラ一、難燃剤、

耐 U V 剤、顔料、離型剤、軟化剤、可塑剤、界面活性剤な どが挙 げ られるが

、 この限 りではない。

[001 5] 炭素繊維複合材料 における炭素繊維の形態は特 に限定されないが、連続繊

維か らなる織物 または編物 を含有する繊維 シー 卜や、連続繊維 を一方向に配



置 し樹脂 で結合 した もの （一方 向材）を用 いる ことがで きる。 一方 向材 を用 い

る場合 は、 当該一方 向材 の繊維 の向 きを変 えるな ど して所望 の方 向 に多層 に

積層 した積層体 とす る ことがで きる。積層体 はその積層面 を厚 み方 向 に対称

に配置 す る ことが好 ま しい。

[001 6] また炭素繊維複合材料 において、不連続 の炭素繊維 を平面方 向 において ラ

ンダム に、 つ ま り均一で等方 的 に分散 して炭素繊維 の少な くとも一部 が重 な

るよ うに配置 した ものであ って もよい。 また、 当該炭素繊維 は繊維束 と して

存在 していて もよい。 この場合、 好 ま しくは平均繊維長 の下限値 は 1 m m で

あ り、 好 ま しくは 5 m m以上 1 0 0 m m 以下の範 囲であ り、 よ り好 ま しくは

5 m m を超 え 1 0 0 m m 未満 であ り、 さ らに平均繊維長 の上 限値 は好 ま しく

は 5 O m m であ る。炭素繊維 は不連続 な ものが好 ま しく、 この不連続 な炭素

繊維 が、接合部材 の接合部 の他方 の複合材料 中の炭素繊維 と絡 み合 い、 高 い

強度 が発現 され る。炭素繊維 が、平均繊維長 5 ~ 1 0 0 m m の不連続繊維 で

あ る ことが よ り好 ま しい。 なお、 「不連続繊維 」以外 の繊維 を 「連続繊維 」

とい う。

平均繊維長 は、無作為 に抽 出 した炭素繊維 1 0 0 本 の長 さを ノギスおよび

ル ーペ で 1 m m単位 まで測定 して記録 し、測定 した全 ての炭素繊維 の長 さ （

L ί 、 ここで ί = 1 ~ 1 0 0 の整数 ）か ら、次式 によ り平均繊維長 （L a )

を求めた。

L a = ∑ L i / 0 0

な お、本発 明で用 いる炭素繊維 は平均繊維長 が上記範 囲であれ ばよ く、長

さが 1 m m未満 の不連続繊維 や 1 0 0 を超 える不連続繊維 は炭素繊維全体 の

0 質量％以下の割合 で含 んで もよい。接合 に影響 を及 ぼす ことがあ るので

、実質的 には含 まない ことが好 ま しい。

[001 7] 上 記炭素繊維 には、 力 ップ リング剤 による処理、 サ イジ ング剤 による処理

、添加剤 の付着処理 な どの表面処理 が施 されていて もよい。 また、 かか る炭

素繊維 は、 1 種類 を単独 で用 いて もよい し、 2 種類以上 を併 用 して もよい。

[001 8] 不 連続 の炭素繊維 の場合、炭素繊維 は複合材料 中で炭素繊維束 の状態 で存



在 していてもよく、また炭素繊維束と単糸の状態が混在 していることも好ま

しい。不連続の炭素繊維は複合材料中で面内方向において 2次元ランダム的

に配置されていることも好ましい。不連続の炭素繊維が 2次元ランダムに配

置されていることにより、炭素繊維複合材料及びそれからなる接合部材は面

内方向において力学的に等方性を有するので、面内方向では機械的強度及び

そのバランスに優れる （以下、 「ランダム材」と称することがある）。

[001 9] このような炭素繊維複合材料は主に炭素繊維が平面方向に広がっており、

厚み方向へ向いている炭素繊維は比較的少ない。 したがって後述のように端

面で溶着すると炭素繊維が差 し込まれる状態になり、さらに溶融させて振動

させることにより炭素繊維が絡み合い高い強度が発現されると考えられる。

本発明においては、接合するために用いる上記炭素繊維複合材料の少なく

とも一方が、上記ランダム材を 1枚または複数枚重ねたものが好ましい。ラ

ンダム材は、接合時に他方のランダム材中の炭素繊維と絡みやすいので接合

強度に優れる。他方の炭素繊維複合材料は、炭素繊維が織物または編物また

は一方向材といった連続繊維であってもよく、二次元ランダムでない不連続

繊維を含むものであってもよい。より好ましくは、一方および他方ともラン

ダム材を用いるのがよい。また、上記ランダム材の片面または両面に、 1 層

以上の前記連続繊維からなる編物や織物を含む繊維シー 卜や一方向材を積層

したものを用いてもよい。

[0020] 炭素繊維複合材料の製造方法としては特に制限は無いが、例えば、長さが

1 0 0 m m以下の短繊維若 しくは 1 0 0 m m を超える炭素繊維 （炭素長繊維

) または連続繊維を熱可塑性樹脂で被覆 し、これをカツ 卜したペ レッ ト （短

繊維ペ レツ 卜または長繊維ペ レツ 卜）、すなわち溶融 した熱可塑性樹脂を所

定の粘度に調整 し連続繊維の炭素繊維に含浸させた後に切断するといつたェ

程で得 られる短繊維ペ レツ 卜または長繊維ペ レツ 卜を用い、これを射出成形

機でシ一 卜などの所定の形状に成形することができる。また、連続繊維、ま

たは不連続の炭素繊維と、例えば織物や編物といった連続繊維または不連続

繊維、紛体状、フイルムも しくは溶融状態の熱可塑性樹脂とを混ぜたり重ね



合わせたりした状態のものをまず準備する。ついでこれを加熱および加圧 し

て、シ一 卜状の含浸成形体を製造 し、これを単層または複数層積層 しプレス

など加圧成形 して所望の形状の複合材料を得ることができる。

[0021 ] [溶着方法]

本発明の接合部材の製造方法においては、複合材料の少なくとも一つの接

合部 A を加熱溶融 しながらまたは加熱溶融後に、当該一つの接合部 A と当該

複合材料の他の接合部 B とを接触させ、ついで加圧 しながら振動又は超音波

振動を与えて当該接合部 A とB とを溶着させる。

好ましくは、接合する前記炭素繊維複合材料のうち少なくとも一つの接合

部が端面である接合 （端面接合）を近赤外線等の加熱方法で溶融 し、溶融後

または溶融と実質的に同時に当該接合部位を接触させる。そののち、かかる

接合部位を加圧 しながら振動または超音波による振動を行い、振動停止後、

加圧を保ったまま冷却することにより接合することができる。端面接合とは

材料の厚み部分またはリプゃボスなどの構造物の先端の面部分を直接相対す

る材料の平面部分または端面同士に接合することをいう。

接合部 A および B の少なくともいずれか一方が炭素繊維複合材料の端部 （

厚み側面部）であることが好ましい。

加熱溶融と、加圧と、振動溶着を併用することによって、複合材料の接合

部は、互いに一体化する。接合部 A とB を溶着させる際には、接合部を加圧

しつつ接合させるのが好ましい。かかる溶着 接合によって、一方の複合材

料に含まれる炭素繊維が、図 3 に示 した様に、他方の複合材料の内部にも移

動 して入り込み、好ましくはそれぞれの複合材料の炭素繊維の一部が絡み合

つて接合強度が強化された接合部材が与えられる。

[0022] 加熱方法 手段は特に制限されるものではない。

ここで、加熱溶融とは、接合部の樹脂が加熱によって溶融状態となり、複

合材料中で熱可塑性樹脂によって束縛された状態であった炭素繊維が解放さ

れてフリーになった状態をいう。このような状態で加圧されると、炭素繊維

は他の接合部の溶融状態にある複合材料中に入り込み、さらに振動又は超音



波振動 を与えることによ り、 フ リー状態の炭素繊維 は移動 し、複合材料中の

炭素繊維同士がか らみあ うことがで きる。 この加熱溶融時の樹脂粘度 と して

は、好 ま しくは 1 0 ~ 1 0 0 0 P a s 、 よ り好 ま しくは 1 0 ~ 2 0 0 P a

s の範 囲である。

加熱方法 と しては外部 ヒータ等の加熱体 による伝熱、輻射な どが好 ま しく

、特 に赤外線 による輻射が好 ま しい。 さ らに赤外線 はマ 卜リックス樹脂の吸

収域である近赤外線が好 ま しく、具体的にはその波長が 7 5 0 n m以上 4 0

0 0 n m以下が好 ま しい。 よ り好 ま しくは 2 0 0 0 ~ 4 0 0 0 n m の範囲で

ある。

加熱方法 と して特 に制限はないが、例 えば、複数の被加熱体の接合部 を 1

つの加熱体 によ り加熱 してもよ く、接合する被加熱体毎 に複数の加熱体 を用

いて、 それぞれを加熱 してもよい。加熱体 と被加熱体 との距離 も制限はない

が、急速 に加熱 したい場合は距離 を近 くすることで加熱時間を短 くすること

がで きる。 また加熱体が赤外線 ヒータの場合、拡散する光 を反射 し集光 させ

ることがで きるが、反射材の設計 によつて最適な距離 を設定することがで き

る。加熱体の大 きさには特 に制限はな く、非加熱体の接合部の大 きさに合 つ

た加熱体 を設計すればよい。加熱方法の一例 を図 4 および図 5 に示す。図 4

， 5 においては加熱体 と して具体的には円柱形状のものを記 したが、例 えば

、棒状、面状のものであ ってもよい。被加熱体の接合部分 を均一に加熱で き

ればよいので、 当該加熱体の形状の断面は円形でも楕 円形でも多角形でもよ

い。

加熱温度 は熱可塑性樹脂の溶融温度以上であるが炭素繊維複合材料か ら当

該熱可塑性樹脂が流れ出ないようにすることが好 ま しく、溶融温度 + 1 5 °C

以上かつ溶融温度 + 0 0 °C であることがよ り好 ま しい。 さ らに好 ま しくは

溶融温度 + 1 5 °C 以上かつ溶融温度 + 5 0 °C である。炭素繊維複合材料は熱

伝導が極めてよい材料であるが、大 きさや厚みによっても異なるため加熱時

間はおよそ 1 秒 か ら 1 0 分である。 またかかる溶融状態 においては一般 にマ

卜リックス樹脂が熱分解 して変質する恐れがあるため、長時間 この状態 にす



ることは好ましくない。一例としてナイロン6 やナイロン6 ， 6 を赤外線 ヒ

一夕で加熱する場合、赤外線 ヒータ温度約 1 0 0 0 °Cで、炭素繊維複合材料

とのク リアランスを 1 c m とした場合、加熱照射時間は 1 〜 5 0 秒の範囲が

良い。被加熱物である炭素繊維複合材料は、表面温度が 2 3 5 °C ~ 3 2 0 °C

であることが好ましく、 2 7 5 °Cでの接合時間は概ね 5 分以下が好ましい。

[0024] 加圧条件としては溶着面に、好ましくは0 . 0 1 ~ 2 M P a 、より好まし

くは0 . 0 2 ~ 1 . 5 M P a 、さらに好ましくは0 . 0 5 ~ 1 M P a の圧力

をかける。圧力が 0 . 0 1 M P a 未満では良好な接合力が得 られないことが

あり、また加熱時に複合材料がスプリングバックして形状を保持できず得 ら

れる接合部材の強度も低下する場合がある。また圧力が 2 M P a を超えると

加圧部分が潰れ、形状保持が困難となったり、得 られる接合部材の強度が低

下 したりすることがある。

[0025] 溶着方法としては振動による溶着や超音波を用いた振動による溶着が好ま

しい。これらは 5 0 H z ~ 1 0 0 K H z の振動範囲がよいが、振動溶着は 1

0 0 3 0 0 H z 程度が好ましく、超音波振動の場合は 1 0 ~ 5 0 k H z が

好ましい。また総振動回数は振動溶着の場合 3 0 0 0 0 0 0 回が好まし

く、超音波振動の場合は 1万〜 1 5 万回が好ましい。かかる振動や超音波に

より特に端面接合部において双方からの炭素繊維が互いに絡み合うと考えら

れ、そのため接合強度において極めて好ましい。接合部の界面に、炭素繊維

が存在することが重要であり、軟化 した熱可塑性樹脂の中で双方の炭素繊維

の絡み合いが生 じることで、接合部の接合強度がさらに増すと考えている。

上記熱可塑性樹脂が溶融するような加熱を行わず振動や超音波振動のみを

行うと、振動面の衝撃により特に接合部において炭素繊維が折れ曲がり、接

合部の界面に炭素繊維が十分に存在 しないことがあり接合強度が十分ではな

い。

[0026] [接合部材]

本発明における接合部材は、上記炭素繊維複合材料が 2 以上組み合わされ

てなるものであって、上述 した平板状の接合部材 1 に限られるものではない



また、用いられる炭素繊維複合材料の形状はその用途、接合部位に合わせ

たものとなる。例えば平板など、炭素繊維複合材料からなる2 枚の平板の厚

み面同士を接合 したものや、平板を組み合わせた箱形状などであってもよい

。図 2 に示すように、 1枚の平板状の炭素繊維複合材料の平面に 1枚以上の

炭素繊維複合材料の厚み側面を接合 してリプ立て補強 した形状の接合部材が

挙げられる。あるいは 1枚の平板の平面に接合させる複合材料として、接合

面が平面である円柱状等の材料であってもよい。振動溶着を行う際には、均

一に炭素繊維複合材料同士が当たるように接合面が振動することが重要であ

り、接合面は曲面であってもよい。接合面は平面であることが好ましく、接

合面が平面であると、接合面をあらか じめ軟化するまで加熱 しているため接

合面を当てて振動を与える際には接合面は塑性変形 して均一に当たるため好

ましい。

[0027] 接合部の接合面の大きさとしては、特に制限はなく、例えば、接合する炭

素繊維複合材料の一方が平面状であって、かつその厚み側面部を接合 したい

場合であって、 （ί ) 他方の炭素繊維複合材料の厚み側面部と接合する場合

には、いずれの炭素繊維複合材料も、その厚みが、 0 . 5 ~ 2 0 m mである

ことが好ましく、 0 . 5 ~ 5 0 m mであることがより好ましい。厚みが、 0

. 5 m m以上であると、安定的に接合できる。

また、接合する炭素繊維複合材料の一方が平面状であって、かつその厚み

側面部を接合 したい場合であって、 （ί ί ) 他方の炭素繊維複合材料の平面

部分と接合する場合には、一方の炭素繊維複合材料の厚みが、 0 . 5 ~ 2 0

m mであることが好ましく、 0 . 5 ~ 5 0 m mであることがより好ましい。

厚みが、 0 . 5 m m以上であれば、安定的に接合できる。さらに、両方の炭

素繊維複合材料を面同士で接合する場合には、その面積としては、 1 m m 2よ

り大きいことが好ましく、 1 0 m m 2より大きいことが更に好ましい。上限は

特に制限はないが、 1 0 0 0 0 0 0 m m 2程度である。

[0028] 本発明は、前述の製造方法により得 られる、炭素繊維複合材料同士が接合



強度 1 0 M P a 以上で接合 している接合部材 にも関する。

本発明によ り炭素繊維複合材料同士が接合強度 1 0 M P a 以上で接合 して

いる接合部材が得 られ、強度が必要 とされるような、例 えば車両用の構造部

材 と して好適 に用いることがで きる。接合部 において炭素繊維複合材料同士

か らの繊維が絡み合 うため接合強度 に優れるもの と推測 している。かかる構

造部材 と しては、例 えば自動車な どの移動体 を構成する部品な どが挙 げ られ

る。例 えば接合強度 は弓I張試験 によって評価することがで きる。

実施例

[0029] 以下、本発明を実施例 に基づ き具体的に説明するが、本発明はこれ らに限

定されるものではない。

[0030] . 加熱装置 ：3 0 0 0 n m を中心 と した概ね 2 0 0 0 か ら4 0 0 0 n m の

波長領域の赤外線 を、 出力 1 k W の電熱線か ら放射する赤外線 ヒータを用い

た。

2 . 断面観察 ：キ一 エ ンス （株）製マイクロス コープ （V H X — 1 0 0 0 )

で接合部の断面 を観察 した。

3 . 引張試験 ：イ ンス トロ ン 5 5 8 7 万能試験機 を用い、溶着面が引張方向

と垂直になるようにサ ンプル をセ ッ 卜し、引張速度 1 m m / 分で引張試験 を

行 った。

[参考例 ] ランダム材か らなる平板の製造

炭素繊維 （東邦テナ ックス社製テナ ックス S T S 4 0 、平均繊維径 7 m

) を平均繊維長 1 6 m m になるようにカツ 卜した。 この炭素繊維 を、平均 目

付 け 5 4 0 g / m 2 となるように平面上 にランダムに分散 させて配置 した。 こ

れをュ二チカ K E 4 3 5 — P O G クロス （ナイロン 6 (融点 2 2 5 °C ) の織

物）、 1 0 枚 の間に交互 になるように挟み こんで 2 6 0 °C、 2 . 5 M P a で

プ レス し、炭素繊維体積率 3 5 %、 1 4 0 0 m m X 7 0 0 m m、厚み 2 m m

の炭素繊維複合材料 （ランダム材）か らなる平板 を作成 した。

[0031 ] [ 実施例 1 ]

参考例で得 られた平板 を長 さ 1 0 0 m m、幅 2 5 m m に 2 枚切 り出 し、 そ



れぞれ 1 0 0 mm幅の厚み側面の一方に、近赤外線を 1 c m離れた位置から

約 1 0 秒照射 し、ランダム材の表面温度を2 7 5 °Cまで昇温 した。 2 枚の平

板の接合部と赤外線ヒータとの位置関係を図4 に示す。このとき、ランダム

材 （被加熱体）の熱可塑性樹脂の粘度は約 1 8 0 P a s であった。かかる

2 枚のランダム材の溶融された厚み側面同士を、 0 . 2 M P a の空気圧を利

用したシリンダーにより1 M P a の圧力をかけながら振幅 1 . 5 mm、 2 4

O H z の横方向の振動を 1 0 秒間与えた。そして圧力を掛けたまま （1 0 秒

間）静置 し、室温になるまで冷却 した。得られた接合部材片の接合断面を観

測 したところ、図3 のようにランダム材中の炭素繊維が互いに入り込み絡み

合っていることが分かった （接合により生成されたバリも図示）。また、か

かる接合部材を5 セッ卜作成 しバリを除去後、これの接合面を垂直に引き剥

がすように引張試験を行ったところ、接合強度の平均値は3 5 M P a であつ

た。

[0032] [実施例 2 ]

振動が2 0 k H z の縦振動 （超音波振動）であるほかは実施例 1 と同様に

して接合部材を5 セッ卜作成 した。接合面を垂直に引き剥がすように引張試

験を行ったところ、接合強度の平均値は2 3 M P a であった。

[0033] [比較例 1 ]

近赤外線照射をしないほかは実施例 1 と同様にして接合部材を5 セッ卜作

成 した。接合面を垂直に引き剥がすように引張試験を行ったところ、接合強

度の平均値は9 M P a であった。

[0034] [実施例 3 ]

参考例で得られたランダム材からなる平板を長さ 1 0 0 mm、幅 2 5 mm

に2 枚切り出し、一つは 1 0 0 mm長の一片の厚み側面側を、もう一つは 1

0 0 mm X 2 5 mmの平面を接合面とした。図2 のように一方の平面部を端

面とした。 2 枚の平板の接合部と赤外線ヒータとの位置関係を図5 に示す。

実施例 1 と同様に、該厚み側面と該端面とを加熱後ヒータを即座に外 して密

着加圧、振動を掛け、接合部材を全部で5 セット作成 した。接合面を垂直に



引き剥がすように引張試験を行ったところ、接合強度の平均値は2 OM P a

であった。

[0035] [実施例4 ]

炭素繊維 （東邦テナックス製テナックスS T S 4 0 、平均繊維径 7 m)

を平均繊維長 1 6 m mにカツ卜した。この炭素繊維を、平均目付け5 4 0 g

/ m 2 となるようランダムに配置 した。ついで、これに平均粒径 1 mmに粉砕

した粉体状のポリプチレンテレフタレ一 卜 （サビック製V A L O X ) が重量

割合で 5 5 %になるように均一に混合 し、 2 6 0 °C、 2 . 5 M P a でプレス

して 1 4 0 0 m m X 7 0 0 m m、厚み 2 mmの炭素繊維複合材料からなる平

板を作成 した。この平板から長さ5 O mm X 5 5 m mのサンプル片を2 枚切

り出し、実施例 1 と同様に、それぞれの厚み側面の一面を近赤外線を 1 c m

離れた位置から約 1 0 秒照射 し、ランダム材の表面温度を2 7 5 °C まで昇温

した後、ヒータを即座に外 して、密着加圧 （2 M P a ) 、振幅 1 . 5 m m、

2 4 0 H z の横方向の振動を 1 0 秒間与えた。そして圧力を掛けたまま （1

0 秒間）静置、冷却 した。得られた接合部材片の接合断面を観測 したところ

、図3 と同様にランダム材中の炭素繊維が互いに入り込み絡み合つているこ

とが分かった。また、かかる接合部材を5 セット作成 した。接合面を垂直に

引き剥がすように引張試験を行ったところ、接合強度の平均値は2 0 M P aで

あった。

[0036] [ 実施例 5 ]

炭素繊維 （東邦テナックス製テナックスS T S 4 0 、平均繊維径 7 m)

を平均繊維長 1 6 m mにカツ卜した。この炭素繊維を、平均目付け5 4 0 g

/ m 2 となるようランダムに配置 し、平均粒径 1 mmに粉砕 した粉体状ポリフ

ェニレンスルフィド （ポリプラスチックス製フ才一 トロン （登録商標））が

重量割合で 5 5 %になるように均一に混合 し、 3 1 0 °C、 2 . 5 M P a でプ

レスして 1 4 0 0 m m X 7 0 0 m m、厚み 2 mmの炭素繊維複合材料からな

る平板を作成 した。この平板から長さ5 O mm X 5 5 m mのサンプル片を2

枚切り出し、実施例 1 と同様に、それぞれの厚み側面の一面を近赤外線を 1



c m離れた位置から約 1 5秒照射し、ランダム材の表面温度を3 2 0 °Cまで

昇温した後、ヒータを即座に外して、密着加圧 （2 M P a ) 、振幅 1 . 5 m

m、 2 4 0 H z の横方向の振動を1 0 秒間与えた。そして圧力を掛けたまま

( 0 秒間）静置、冷却した。得られた接合部材片の接合断面を観測したと

ころ、図3 と同様にランダム材中の炭素繊維が互いに入り込み絡み合つてい

ることが分かった。また、かかる接合部材を5 セット作成した。接合面を垂

直に引き剥がすように引張試験を行ったところ、接合強度の平均値は2 2 M

Paであった。

[0037] 以上、複数の炭素繊維複合材料を端面接合する場合を例に説明したが、本

発明は、例えば熱可塑性樹脂を含む2枚の平板状の炭素繊維複合材料の端部

同士を重ね合わせて接合する場合にも有用である。

産業上の利用可能性
[0038] 本発明によれば、熱可塑性樹脂をマ卜リックスとする2 以上の炭素繊維複

合材料からなる、接合部分が強固な機械的強度を有する接合部材の製造方法

、及び炭素繊維複合材料の接合方法を提供することが可能になる。さらに、

本発明の製造方法により得られる接合強度に優れた接合部材が提供される。

[0039] 本発明を詳細にまた特定の実施態様を参照して説明したが、本発明の精神

と範囲を逸脱することなく様々な変更や修正を加えることができることは当

業者にとって明らかである。

本出願は、2 0 1 1年 1 2 月6 日出願の日本特許出願 （特願2 0 - 2

6 6 8 9 9 ) に基づくものであり、その内容はここに参照として取り込まれ

る。



請求の範囲

熱可塑性樹脂 をマ トリックスとする 2 以上の炭素繊維複合材料か ら

なる接合部材の製造方法であ って、 当該複合材料の少な くとも一つの

接合部 A を加熱溶融 しなが らまたは加熱溶融後 に、 当該一つの接合部

A と当該複合材料の他の接合部 B とを接触 させ、ついで加圧 しなが ら

振動又は超音波振動 を与えて当該接合部 A と B とを溶着 させることを

特徴 とする接合部材の製造方法。

少な くとも一の炭素繊維複合材料 に含 まれる炭素繊維が、平均繊維

長 1 ~ 1 0 0 m m の不連続繊維である、請求項 1 に記載の接合部材の

製造方法。

加熱溶融が近赤外線 によるものである請求項 1 又 は 2 記載の接合部

材の製造方法。

炭素繊維複合材料が、熱可塑性樹脂の存在量が、炭素繊維 1 0 0 質

量部 に対 し、 5 0 ~ 1 0 0 0 質量部である請求項 1 ~ 3 のいずれかに

記載の接合部材の製造方法。

接合部 A および B の少な くともいずれか一方が炭素繊維複合材料の

厚み側面部である、請求項 1 ~ 4 のいずれかに記載の接合部材の製造

方法。

請求項 1 ~ 5 のいずれかの製造方法 によ り得 られる、熱可塑性樹脂

をマ 卜リックスとする 2 以上の炭素繊維複合材料同士が接合強度 1 0

M P a 以上で接合 している、接合部材。

熱可塑性樹脂 をマ 卜リックスとする 2 以上の炭素繊維複合材料 を接

合する方法であ って、 当該複合材料の少な くとも一つの接合部 A を加

熱溶融 しなが らまたは加熱溶融後 に、 当該一つの接合部 A と当該複合

材料の他の接合部 B とを接触 させ、ついで、加圧 しなが ら振動又は超

音波振動 を与えて当該接合部 A と B とを溶着 させることを特徴 とする

炭素繊維複合材料の接合方法。
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